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葬送法上の諸問題（一）
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一　問題の所在
人間には一度死ぬことが定められており，すべての人間はこの死を免れるこ
とはできない。死は生命の停止ないし喪失を意味し，人間としての存在を終止
させるものである。しかし，死を超えた人間の霊的生命を信じる者にとっては，
死は人間という劇の終幕ではなく，次の場面に移る回り舞台や幕間であるにす
ぎない。
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世界の諸宗教は，この死の重要性を認識し，人生の画期としての死に特別の
意味を付与する葬儀・埋葬を神的関与の下に行なってきた。その状況は日本に
おいても例外ではない。多くの日本人は，日常は宗教抜きで生活し，神などい
ないと言っているにかかわらず，葬儀となると徹底的に宗教的となる。
徳川幕府の宗教政策の影響を受けたとはいえ，日本の仏教は「葬式仏教」と
揶揄されているように(1)，もっぱら葬儀を中心に展開してきた(2)。「坊主」と言
うと「縁起でもない」という反応が還ってくるほどである。
もちろん，キリスト教も人間の死およびそれに続く葬儀・埋葬等について無
関心ではおれない。終油を秘義の一つとするカトリック教会とは異なり，プロ
テスタント教会においては，葬儀は礼典ではなく，特に神学的・教理的・実践
的意義をもつものではないが，教会実践の上では一定の重要な位置に置かれて
きた。
日本のキリスト教会においては，一定の歴史を重ね，一定の人的・財政的規
模を有するようになるに至ると，葬儀を宗教の中心と考える日本人の宗教意識
を背景に，葬儀および埋葬に教会実践の重みを置くようになる。それは具体的
必要と一定の余裕を得てから考えられる問題であるからであろう。
しかし，葬儀の神学的考察の不十分さから，実践の場における葬儀が日本人
の宗教意識を反映したものとなったり，葬儀の手続的知識および経験の不十分
さから，主として仏式葬儀を範とする葬儀社の指図や助言に縛られたものとな
ったりしている。また，葬儀に関する民俗や地域慣習の研究不足や対応策の無
考察などから，親族や地域社会と争いを起こすものとなったりしている点も否
めない。
さらには，牧師に対するこの種の教育の不十分さや援助体制の未整備などか
ら，牧師が自信をもって遺族や地域社会や葬儀社に発言するという姿勢を欠く
ものとなったり，祖先祭祀を基本と考える日本の葬送に関する法律とその法律
の規定を正しく理解しないところから，祖先崇拝ないし先祖供養的な葬儀理解
に荷担したり，祖先崇拝（先祖供養）的な葬儀・埋葬の実践となったりしたも
のともなっている(3)。
そのうえ，信徒に対する葬儀に関する教育も十分には行なわれてないため，
多くの日本人キリスト者が具体的な葬儀に遭遇して戸惑い，適切な対処をしえ
ないまま，日本の伝統的な葬儀の手順に流されている例も少なくない。葬儀の
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指示は瞬間的に決まる性質があるので，咄嗟の判断と決断が求められるところ，
それだけの準備が整っていないからである。
また，自分の家族（特に両親や配偶者）がキリスト者ではない多くの日本の
キリスト者の場合，自己が喪主となった非キリスト者である家族の葬儀の執行
や自己が死亡した際の自己の葬儀について悩みをもっている。主イエス・キリ
ストに徹底的に献身した福音的なキリスト者でも，親族や地域社会を納得させ
るだけの教会のサポートがないために，キリスト者でない親の葬儀を泣く泣く
仏式で執行せざるをえなくなってしまったという例も多々耳にする。
祖先崇拝および先祖供養を基本とする日本人の宗教意識とそれを習俗・慣習
等の社会規範と捉える日本社会にあって，葬儀や埋葬の問題は軽くはない。し
かも，葬儀の執行で負う個々の信徒の負担は決して軽くはなく，ことによれば
その後の信仰生活を左右しかねないほど重大なものでもある。それだけに教会
は，単なる伝道的な関心からではなく，真摯な信仰実践の問題として，葬儀に
ついて考えていく必要があろう。
そのような実情を踏まえながら，本稿では，キリスト者という立場で問題と
なる具体的な課題に関して，葬儀および埋葬に関する法律上の諸規定を検討し，
教会における実践の一助としたい。
二　葬送の自由と強制
１　葬儀は宗教的行為か
日本において葬儀について考える場合には，まず，葬儀が宗教的行為である
か否かという問題から入らなければならない。現代社会においては，一般的に，
宗教的行為とそれ以外の行為とでその法律上の取り扱いが大きく異なるからで
ある。
葬儀が宗教的行為であるとすれば，「信教の自由」および「政教分離」という
憲法上の基本原則から，それを義務化ないし強制し，それに法律上の規制を加
え，それに関する法律上の規定を為すことに一定の制約が課されることになる。
宗教的行為でなかったとしても，葬儀のような精神的意味合いの強い行為につ
いては，「思想・信条・良心の自由」という観点から同様に考えられるべきであ
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るが，ここではその点については深く入らない。
今日，実際には，葬儀の大多数は宗教的行為としてなされており，葬儀を宗
教的行為と解することにあまり違和感を感じないように思われる。とはいえ，
すべての葬儀が宗教的行為としてなされているわけではないので，区別して考
える必要がある。従来より無神論者による「葬儀」が行なわれてきたし，今日
では「金のかかる宗教葬」を嫌って，「無宗教葬」を行なう人々が増えてきてお
り，葬儀を宗教的行為と一括することに戸惑いを覚える者が少なくないはずで
ある(4)。
伝統的に行なわれてきた葬儀についても，それを民俗的行為ないし習俗的行
為と解するか，宗教的行為と解するかは意見が分かれており，必ずしも明瞭で
はない(5)。なるほど，伝統的な葬儀は死者の死後を顧慮して行なわれてきたし，
仏教僧侶や神社神官によって執行されてはきた。しかし，そのすべてが宗教的
行為という意識と認識のもとで行なわれてきたわけではない(6)。
その点は，個人や喪主・遺族の信仰に関わらない一定の様式の葬儀が要求さ
れ，個人の信仰を不問にした葬儀への参列が強いられてきたこと等からも明ら
かである。キリスト者が自己の信仰のゆえに葬儀への参列を拒んだ際に受ける
「葬儀に何教というのは関係ない」という反発もその背景からのみ理解しうるこ
とである。
国葬・地方公共団体葬その他の公葬であれば公法的行為ともなり，公務員に
とっては公務上の行為となり，国民や住民にとっては公法上の義務ともなりう
る。戦前の「神社は宗教に非ず」体制のもとでは，神社は官庁，神官は官吏と
され，神社参拝は臣民の公法上の義務とされていたが，今日においても同様の
事態が憂慮される。事実，毎年８月15日に政府主催で行なわれている「全国戦
没者追悼式」や，関東大震災，伊勢湾台風，阪神淡路大震災その他の自然災害
犠牲者の追悼ないし慰霊を行なう式典に，その傾向が見られる(7)。
社葬(8)・業界葬等であれば葬儀が営業の一環として捉えられていることにな
り，従業員にとっては労働行為ともなり，葬儀への参列が強く求められ，場合
によっては職務として参列することが命じられることにもなる。町内会葬や非
営利団体葬であれば準行政的行為や公益・ボランティア・同好等の活動の一環
ともなり，参列ないし参加が強く期待される。法的根拠を欠くにもかかわらず，
場合によっては違法な制裁を伴う強制を受ける場合すら想定される。
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学校における教師や学生・生徒・児童等の死亡（特に事故死）の場合に時折
り行なわれている学校行事としての「黙祷」も同様である。
その点，葬儀をもっぱら宗教的行為と解するキリスト者はこれらの諸場合に
少なからざる戸惑いを覚えることになる。葬儀が宗教的行為であるとすれば，
その執行・参列等はすべて宗教的行為ということになり，各人の宗教的自由意
思に委ねられるべき事項ということになり，それを強制することは「信教の自
由」の侵害に当たることになるからである。
「政教分離」をめぐって争われた津市地鎮祭訴訟以来の各訴訟の判決の傾向か
ら考えれば，キリスト教や各種の新宗教の葬儀を除く一般の葬儀は，宗教的様
相を呈していたとしても，それを習俗的行為と解し，宗教的行為ではないとす
るのが多数意見であろう。
しかし，それは数の上で圧倒的大多数を占める日本人の宗教意識を範とした
社会的な判断であって，学理的な判断ではない。
津市地鎮祭訴訟最高裁判決（最大判昭和52年７月13日・民集31巻４号533頁）
が神主による地鎮祭を習俗とするために援用した理論は「制度的保障論」と
「目的効果基準（目的効果論）」であった。前者は戦前ドイツの公法理論，後者
はアメリカの判例理論からの援用で，その異同をめぐっては憲法学上激しい議
論のあるところである。判例は両者とも甘く解し，曖昧に適用して，日本の
「社会通念」に適合させている(9)。
制度的保障論によって，政教分離規定は「制度」として国家と宗教の分離を
保障することによって，間接的に信教の自由を保障しようとするものとし，政
教分離と信教の自由を峻別し，政教分離には限界があるとして，宗教的活動を
限定的にに解し，地鎮祭は宗教的活動には当たらないとする。
また，目的効果論によって，国家の行為の目的が世俗的であり，宗教的目的
を有さず，その主要な効果が宗教を助長したり抑圧したりするものでなければ
憲法で禁じられる「宗教的活動」には当たらないとし，地鎮祭を行なう目的は
世俗的であり，神道を助長したり，特定の宗教を抑圧するものではないとして，
合法とした。
いかに多数意見であるとはいえ(10)，特殊神社的装束(11)を着けた神社神官が特
殊神道的振る舞いをする地鎮祭や結婚式，特殊仏教的装束を着けた寺院僧侶が
特殊仏教的振る舞いをする葬儀が宗教的行為でないとするのはあまりにも非常
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識であり，不当な判断であると言わざるをえないであろう。
その根底には，「神社や寺院は宗教ではない」という意識が濃厚に窺える。し
かし，その場合の「宗教」とはキリスト教を典型例と見ており，意味するとこ
ろは「神社や寺院はキリスト教ではない」ということであり，当然の結末であ
る。戦前の帝国議会や戦後の最高裁判決を通じて主張されてきたように，経典
の存在や布教・教育が宗教のメルクマールなのではなく，人間の理解を超える
ものへの敬慕が宗教なのであって，神や仏を礼拝する神社や寺院が宗教でない
はずがない。
当然，神道や仏教に基づく葬儀は宗教的行為と考えるべきであるが，無神論
者の葬儀や無宗教的葬儀も同様に考えるべきである。外国の軍隊で執行されて
いるような，将兵による礼砲と敬礼のみで遺体を海中に投じたり，焼却するだ
けのものであれば，故人の人格を尊重しながらする単なる遺体の処分手続にす
ぎないとも解しうる。もっとも，その場合であっても，宗教的感情が皆無であ
るとは思われない。
２　葬儀に関する法制の欠如
日本においては，葬儀はまったくの任意的行為とされ，法律によっては何の
規制も何の規定もなされてはいない(12)。したがって，葬儀について考察し，そ
の性質・内容等を確定するには慣習に頼る以外にはない(13)。他方，慣習に頼る
となると，先述の通り，最も根源のところにおいて日本人の宗教意識という問
題と遭遇することにもなる。
葬儀を規定し規制する法律がないということは，葬儀を行なうか否か，行な
うにしてもどういう形で行なうかは，法的には，まったく葬儀を行なう者の自
由であるということを意味する。しかし，肝心の誰が「葬儀を行なう者」であ
るかを確定するのにも法的な原理が働かない。結局は慣習に頼らざるをえない。
このようにして，葬儀に関するあらゆる事項が慣習を基としなければ考察でき
ないことになる。
しかし，葬儀に関する慣習の大部分は封建制度や家制度の中で形成されたも
のであり，民主主義の精神や個人の尊厳という理念とは相反するものであって，
それらは法的には効力を有しないものとされなければならないはずである(14)。
法律の欠如を奇貨として，前時代的な慣習が権威を奮っている現今の葬儀慣
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行(15)は早急に是正されなければならないものと思料する次第である。
また，民主主義等といった基本的な法制度とは矛盾しない慣習であったとし
ても，その時代的な古さのゆえに，必ずしも現代社会に符合するものであると
は言えないものもある。社会の近代化や住環境の変化，衣食住を含む生活様式
や生活リズムの変化，個々人の意識の変化，交通システムの変化などを考慮す
ると，時代劇風に古さを固辞している葬儀が異様に思われる。
むしろ，前時代的な慣習にこだわることなく，現代社会を直視して，現代に
おける葬儀の在り方を検討し，現代の葬儀ルールを形成していくべきであろう。
今，そのリードをとっているのは「葬送の自由をすすめる会」や「自然葬を考
える会」など，非宗教的ないし反宗教的な葬儀を推進するグループや反葬儀グ
ループである(16)。
しかし，本来，真に人間の生命と死について考えてきたキリスト教こそ，そ
の任を負うべきであって，人々の反目を買わないために前時代的な慣習に同調
しようとするべきではないものと考える。
３　法律による葬儀の強制
法律上，葬儀を行う必要は何らないにもかかわらず，死体を葬ることが法律
上強制されている面がある。死体をそのまま放置すれば，死体遺棄罪となり，
３年以下の懲役に処せられることになるからである（刑法190条）(17)。
たとえ死者の希望どおりであるとしても，死体を森林に埋め，湖底に沈め，
宇宙に打ち上げ，海に流し，鳥獣に与えれば死体遺棄罪となる。死体をそのま
ま自宅で寝かせたままにしておいても，慣習に従った葬儀を行なわないと死体
遺棄罪となるとも言われている(18)。
この種の判例の少ないこともあって，指導的な判例の一つとなっている大正
13年の大審院判決（大判大正13年３月14日・刑集３巻４号285頁）は「死体遺
棄罪ハ埋葬ニ関スル良俗ニ反スル行為ヲ罰スルニ在ル」とし，まさに社会の葬
儀慣行の保護が目的であると解している。
それを受けて，昭和40年の東京高等裁判所判決（東京高判昭和40年７月19
日・高刑集18巻５号506頁）は「死体遺棄罪は葬祭に関する良俗に反する行為
を処罰するのを目的とするものである」とし，「法令又は慣習により葬祭をなす
べき義務のある者が，葬祭の意思なく死体を放置してその所在場所から離去す
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る場合には……死体遺棄罪を構成する」という。
死体を墓地に運んで埋葬しても，許可を受けていないと死体遺棄罪(19)となり，
許可を受けることなく，山中で荼毘に付したり，火葬場に運んで火葬にすれば
死体損壊罪となり，３年以下の懲役に処せられることになる（刑法190条）。
このことは，つまり，死体は必ず，慣習に従って葬らなければならないとい
うことを法律が強制していることを意味する。換言すれば，葬送は自由なので
はなくて，法律によって，死体を葬ることが強制されているということであり，
死体を葬らない自由はないということになる。「葬祭をなすべき義務」とは，ま
さにそのことを意味するものであろう(20)。
墓地，埋葬等に関する法律（以下「墓地法」という）によれば，その死体の
葬り方は埋葬か火葬かの二者択一とされている(21)。
「埋葬」とは「死体（妊娠４箇月以上の死胎を含む）を土中に葬ること」をい
う（墓地法２条１項）が，土中ならどこに葬ってもよいのではない。埋葬は墓
地以外の区域に行なってはならない（４条１項）とされているからである。
もっとも，厳密には，埋葬は死体を埋葬する施設である墳墓（２条４項）に
しなければならないし，墳墓は墳墓を設けるために都道府県知事の許可を受け
た区域である墓地（２条５項）に設けなければならない。結局，死体の埋葬は
墓地に設けられた墳墓にしなければならないことになる(22)。
他方，「火葬」とは「死体を葬るために，これを焼くこと」をいう（２条２
項）が，どこで焼いてもよいのではない。火葬は，火葬を行なうために都道府
県知事の許可を受けた施設である火葬場（２条７項）でしなければなず，火葬
場以外の施設で行なってはならない（４条２項）のである。
なお，火葬に付した死体の焼け残りの骨を「焼骨」というが，焼骨は，死体
の埋葬する施設であるとともに，焼骨を埋蔵する施設でもある墳墓（２条５項）
に埋蔵するか，他人の委託を受けて焼骨を収蔵するために都道府県知事の許可
を受けた施設である納骨堂（２条６項）に収蔵しなければならない(23)。
つまり，墓地内の墳墓に死体を埋葬するか，火葬場で死体を火葬にした後，
その焼骨を墓地内の墳墓に埋蔵するなり納骨堂に収蔵しなければならないとい
うこの墓地法の規定が，これ以外の葬り方を認めない趣旨なのか(24)，社会慣行
を法律によって規定したにすぎないのか(25)は見解の分かれるところであるが，
行政実務では，これ以外のものを認めない趣旨であるとされてきた。
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しかし，本来，墓地法は「墓地，納骨又は火葬場の管理及び埋葬等が，国民
の宗教的感情に適合し，且つ公衆衛生その他公共の福祉の見地から，支障なく
行なわれることを目的とする」ものであって，葬送を規定し，葬送を義務づけ
るものではない。
墓地法の埋葬または火葬とは別に，船員法で「水葬」が規定されている（15
条）。公海上を航行中の船舶内にある者が死亡した場合の葬り方として定められ
ているものであって，死体を海中に投じるものである。
死後24時間以上を経過し，衛生上その遺体を船内に保存することができない
場合に，死体が浮き上がらないよう適当な措置をとった上で，相当の儀礼を払
って行うべきものと定められている（船員法施行規則４，５条）。
水葬は，埋葬および火葬とともに，船内にある者が死亡した際に船長が選択
しうる死体の葬り方の一つであって，水葬に限定されるものではない。墓地法
の規定を限定的に解した場合には，船員法の規定は墓地法の特別法ということ
になる。
近年，「自然葬」と称して，海や山に散骨する運動が起こってきたが，これに
対して，当初，墓地法及び刑法を盾に，違法性が主張された。墓地法の葬法を
限定的に解していたためである。
墓地法４条１項に「埋葬又は焼骨の埋蔵は，墓地以外の区域に，これを行な
ってはならない」と規定されており，海や山は墓地ではないからである(26)。
1987年，俳優の石原裕次郎の葬儀に際し，兄の石原慎太郎議員が「海が好きだ
った弟の骨を太平洋に戻してやりたい」と語ったが実現しなかったのも，この
ためであった。
その後，高まる自然葬運動に，厚生省は「墓地法は土葬と火葬が半々だった
戦後混乱期にできたもので，勝手に埋葬して伝染病が広がったりしないように
という，公衆衛生上の関心のほうが大きかった」「遺灰を海や山に撒くといった
慰霊方法は当時の役人たちの頭にはなかったようだ」「墓地法は自然葬を禁じる
ものではない」等との見解を示してはいたものの(28)，死体遺棄罪との関係で，
なお，違法ではないかと考えられていた。
そんな中，1991年，「葬送の自由をすすめる会」が相模灘において最初の自
然葬（遺灰の散布）を行ない，新聞・テレビは騒然となった。それを受けるよ
うな形で，法務省は公式見解を迫られ，「刑法190条の規定は社会的習俗として
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の宗教的感情などを保護するのが目的」「葬送のための祭祀で，節度をもって行
なわれる限り問題はない」とした(29)。
「散骨」は，「散骨」とは言うものの，死体の骨を直接散布するものではなく，
死体を火葬に付した後，焼骨を粉砕したものないし焼灰を散布するものである。
その意味で，葬り方としては火葬なのであって，新しい別の葬り方ではない。
したがって，墓地法を限定的に解したとしても合法的な葬法なのである。
なお，米国では，1965年，カリフォルニア州が，粉砕した焼骨を空中から３
マイル以上沖合いの海上に投棄する葬法を合法化している(30)。既にそれより以
前の1984年のイギリス火葬協会の統計では，焼骨の処理としては，「大地に撒
く」が58.6％を占め，２位の「地下に埋める」16.6％を大きく離して1位になっ
ていることに注目したい(31)。
三　葬送の主宰者
１　葬儀の主体
葬送に関して最も誤解が多く，最も誤解の大きいのが葬儀の主体である。日
本人の間には，葬儀の主体は死者であると思われている節があるからである。
理屈の上では，葬儀の主体は喪主であるとは分かっているが，感情的には，葬
儀は死者のためのものだと考えている者も少なくない。死者の意思を尊重し，
死者の意思を優先するべきであると考える者が多数派であろう(32)。
祖先崇拝という意識のもとでは，葬儀は，仏や神となり「祖霊」となった死
者に対する最初の礼拝行為という性質をもつが，礼拝の主宰者は遺族その他の
人間である。
それに対して，先祖供養という意識のもとでは，葬儀は，まさに死者のため
のものである。葬儀のあり方如何によって死者の死後の処遇が変わるとすれば
重大事であるから，葬儀の在り方について深刻に考えなければならない。
とはいえ，「死者のため」という言い方は事柄を曖昧にしてしまう。「死者の
ため」ということによって，あたかも死者が主体であるかのように誤解してし
まいかねない。なるほど，死者の意思を中心に考えるということは，葬儀を死
者の供養のためとする意識のもとでは意味があろう。
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しかし，「死者の意思」とは何であるかは，必ずしも明確ではない。死者は死
亡していて，その意思を確認する術はないからである。それどころか，書面に
残した死者の希望が世間の体面を理由に拒絶されている一方，生前の死者の生
き方とは全く逆のことを「死者のため」という名目で強行されているのが現実
である。
人間は死によって人ではなくなり，権利の主体ではなくなる。主体ではない
もののことをさして，「死者のため」というのは詭弁である。それは葬儀を特定
の方向に進めようとする者の意思にほかならないからである。
宗教的行為であり，超自然的要素を含むとしても，葬儀は，地上の人間によ
る社会的行為であるのは事実である。それはすべての宗教的礼拝行為，供養慰
霊行為，祖先祭祀等に妥当する。人間の行為であるとすれば，その主体は人間
であり，主体である人間の意思に基づく行為であると解さなければならない。
もちろん，主体となっている人間の中には，死者の遺志を汲み，死者の意向
を反映していると意識している者も少なくあるまい。しかし，「神の声」に従っ
て行為しているという者と同様で，意思を決定し行為を実行している者は当該
人間であって「神」や死者ではない。
「死者のため」という言辞で強いられているのは，実は，死者の意思ではな
く，地域や親族の論理なのである。周りから半ば強制されて，自分ではどうし
ようもないという人も少なくない。それだけに葬儀の主体を明確にし，その意
思決定の根拠を明瞭にしておく必要がある。
親族等からの圧力が強ければなおさら，葬儀の主体がだれかを明確にしてお
くことが重要となろう。葬儀の主体が死者にあるなら死者の遺志が決定権を持
ち，「イエ」にあるとすれば親族の長老会議のようなものが最終判断を下すこと
になろう。相続人にあるなら相続分に応じて事態を決することになる。
最も適切なように思われるのが相続人説であるが，一見簡明なように思われ
ながら，相続人の確定はそれほど簡単な問題ではない。相続人の確定に数年を
要する場合もある。相続人が確定されても，相続人の意思の決定は利害が絡む
だけに容易ではなく，訴訟手続に入って数年かかることも少なくない。
遺産の承継問題ならともかく，葬送は臨時緊急の問題である。現に横たわっ
ている死体を目の前にして，悠長なことを言ってはおれない。したがって，権
利関係の複雑なシステムや合議を要するシステムは適さない。死亡と同時に，
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簡単明瞭に確定しうる一人であることが望ましい。慣習上「喪主」と呼ばれて
きた制度がこれである。
もっとも，従来の慣習によって意識されてきた「喪主」は，家制度を背景に
したもので，喪家の代表者という位置づけであった(33)。家制度が生きていた時
代には，家の代表者もその承継者も法律の規定によって明瞭に定まっており，
喪主の選定という問題は起こらなかったが，今日では問題となっている。
もともと喪主が喪家の代表という性質であったために，今日では，死者の死
亡後に親族が合議し，喪主を選定するべきものとされている(34)。一応，配偶者，
子供，親，兄弟の順に選ばれるものとされているが，内縁の夫婦の場合や子
供・兄弟間の順位について問題があるほか(35)，喪主の選定でもめることも予想
される。
葬送が必要であるとするなら，死者の死亡後遅滞なく喪主を選定しなければ
ならないことは既述のとおりである。その意味で，喪主選定ルールの欠如は重
大な欠缺というべきであろう。
なお，祖先祭祀主宰者が喪主になるとする者もあるが(36)，一個人の葬送の主
宰者である喪主と家の祭祀を主宰する祖先祭祀主宰者とは必ずしも一致するも
のではない。たとえば，祖先祭祀主宰者である者が配偶者を残して死亡した場
合の喪主は配偶者がつとめるのがふさわしく，次期の祖先祭祀主宰者に指定さ
れた者が喪主になるべきであるとするのはふさわしくない。
２　喪主
喪主は葬儀の主宰者であり，葬儀の主体である。葬儀の案内書などでは，喪
主の務めは喪客の挨拶を受けることなどと記されているが，法的には，葬儀の
行為主体として，葬儀を決定し，葬儀を主宰することが喪主の任務であり，権
利義務である。
したがって，葬儀は喪主の行為なのである。近年，「無宗教式の葬儀」などと
いう主張もなされているが，葬儀が宗教的行為であるにせよ無宗教的行為であ
るにせよ，葬儀の性質は喪主の決っするところによる。
キリスト教神学の視座からは「無宗教」ということはありえず，葬儀はすべ
て宗教的行為である。葬儀は喪主が主体の行為なのであるから，葬儀は喪主の
宗教的行為ということになる。喪主の宗教的行為であるから，喪主の信仰に基
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づいて行うべきものである。
したがって，喪主がキリスト者の場合，死者が仏教徒であったからといって
仏教式の葬儀を行いえないのは当然である。逆に，死者がキリスト者で喪主が
仏教徒の場合，キリスト教式の葬儀は期待できないことになる。
それに対してキリスト者の多くからも少なからざる不安が表明されている。
キリスト者の間にも，葬儀の主体が死者であるという誤解が根強く残っている
からであるものと思料される。葬儀は死者の供養のために行なうものではない
というキリスト教の基本的な姿勢を明瞭にするとともに，信徒教育の場面でも
徹底する必要があるものと感じられる。
３　祖先祭祀主宰者
系譜，祭具及び墳墓の所有権は，通常の財産相続の手続によらずに，慣習に
従って祖先の祭祀を主宰すべき者がこれを承継するものと定められている（民
法897条１項本文）(37)。
もっとも，前祖先祭祀主宰者が，慣習とは異なった者を指定した場合には，
その者が祖先祭祀主宰者となり，墳墓等の所有権を承継することになる（同項
但書）。そして，指定がなく，慣習も明らかでない場合には，家庭裁判所が定め
るものとされている（同条２項）。
この民法897条の問題は二点ある。第一は，特定の宗教的姿勢である「祖先
崇拝」を前提とした「祖先祭祀」という宗教的行為を法定するものであるとい
う点である。そして第二は，「祖先祭祀」という行為は「祖先崇拝」を基調とす
る「家」制度に基づくものであるという点である(38)。
1947年全面改正前の民法（旧民法）では，祭祀用財産も家督相続人が当然承
継するもの（家督相続の特権）とされていた（旧民法987条）が，現行民法で
は，祭祀用財産を通常の財産から分離し，通常の相続と別の承継手続を定めた。
祭祀用財産も相続財産の一部と考えて通常の相続に服させるか，法は宗教関
係に介入しないという理由で祭祀用財産は相続財産に含まれないとして相続関
係から切り離すかすれば足りることである。それなのにあえて，現行民法は，
祭祀用財産に特別の承継手続を定めたのである(39)。
それは，新法の均等相続の原則を保ちながらも，均等相続に適さない祭祀用
財産に特別の承継手続を定め，祭祀用財産が承継人なく宙に浮くことを回避し
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ようとしたのである。それは旧民法の家制度との妥協の産物であり(40)，これに
よって祖先祭祀を法定し，定着させる結果となり，家制度を温存させる元とな
ったことは否めない(41)。
キリスト者の墳墓は祖先祭祀のためのものではないから，キリスト者の墳墓
にはこの規定は適用されないことになる。また，祖先の祭祀を行う意思のない
キリスト者には祖先祭祀主宰者となる資格がないことになり，祭祀用財産の行
方が不明になってしまうおそれがある。
そもそもこのような規定は，廃止したはずの家を温存させ，祖先崇拝という
特定の宗教のみを保護育成するものとして，また，信教の自由に反するものと
してその無効を主張すべきものである(42)。
なお，仮にキリスト者が祖先祭祀主宰者に指定された場合であっても，その
者は被相続人の死亡と同時に当然に祭祀用財産を承継する。それには何の意思
表示も何の手続も必要ないからである。したがって，逆に，祖先祭祀主宰者と
なることを辞退したり，祭祀用財産の承継権を放棄したりすることもできない
ものと解されている(43)。
その反面，指定された祖先祭祀主宰者に祖先祭祀を実行する義務を負わせる
ものでもないとされているが(44)，信教の自由の原則上当然で妥当な判断であ
る(45)。また，東京高裁判決は「相続人は，祖先の祭祀をいとなむ法律上の義務
を負うものではなく，共同相続人のうちに祖先の祭祀を主宰する者がある場合
他の相続人がこれに協力すべき法律上の義務を負うものでもない」としてい
る(46)。
その理由として「祖先の祭祀を行なうかどうかは，各人の信仰ないし社会の
風俗習慣道徳のかかわるところで，法律の出る幕ではない」と言い，「ただ祖先
の祭祀をする者がある場合には，その者が遺産中祭祀に関係ある物の所有権を
承継する旨を定めているだけである」としている(47)。
したがって，キリスト者が祖先祭祀主宰者に指定された場合であっても，そ
のキリスト教信仰のゆえに戸惑う必要もない。強いて辞退する必要もなく，祖
先祭祀主宰者になったとしても祭祀を行なわなければよいだけであるからであ
る。
その際，キリスト者である祖先祭祀主宰者が不要となった祭祀用財産を他に
売却または贈与する等によって処分することは自由である。承継人は承継後に
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祭祀用財産を自由に処分できるので，承継人が承継後にした祭祀用財産の売
却・贈与は有効であり，その処分について他の相続人が反対したり返還を求め
たりすることはできないものとされている(48)。
「墓地」価格が高騰し，資産形成の財産の一つと考えられるようになっている
現在，承継人が承継後短期間のうちに承継した墳墓を売却して高額の対価を得
ることに対しては感情的には割り切れないとしても(49)，法律的にはそれを否定
する根拠はないのである。
４　葬儀の自己決定
葬儀は喪主の宗教的行為であり，喪主の信仰に基づいて執行するものである。
死者は葬儀の主体ではないので，死者が葬儀に関して特定の宗教的信念を有し
ていたとしても，それが実際の葬儀に反映されるとは限らない。
しかし，葬儀を祖先崇拝ないし先祖供養と捉える社会環境のもとで暮らして
きた多くの日本人にとっては，自分の葬儀は最大の関心事である。まして，祖
先崇拝や先祖供養を否定する宗教葬や従来の形式を踏襲しない新しい葬儀を行
なうことには，大きな不安を抱いている。近時，「自分葬」など，新しい葬儀慣
習の展開がさかんに主張されるようになってきたが(50)，その場合の関心も自分
の葬儀にある。
そのために，多くの日本人の間には，自分の死後の自分の葬儀について自分
の意思を貫こうとする意欲が強く，多くの葬儀に関する書物にも自分の葬儀に
ついての意思表示とその実現の方法に関する記事が目だっている(51)。
その中で提言されているものは，大きく分類して，葬儀の遺言，葬儀の約束，
葬儀の生前契約の三種がある。以下，これらについて検討する。
(1）葬儀の遺言
死亡によって，新たに権利義務が発生するものに，単独でできる法律行為と
しての遺言がある。遺言は遺言者の死後の財産の処分と認知など特定の身分法
上の行為をする法律行為である。そして，法定の遺言事項以外の事項を記した
遺言は無効なのである(52)。
生前にはできない行為でも遺言ではできると思っている人も少なくないが，
生前にできない行為は死後もできないのが当然である。遺言の形式でよく書か
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れているものに，配偶者の再婚を禁止したり，逆に再婚を勧めるもの，子の結
婚相手を指定したり，特定の者との結婚を禁止するもの，自分の後任の社長等
を指定するものなどがあるが，当然無効である。
日本人には，神となった「祖霊」あるいはたたりを引き起こす「御霊」とし
て死者を恐れる風習があり，死者の言葉なら無理なことでも守ろうとする傾向
がある。死者の希望をかなえてあげないと「成仏できない」という考え方も一
般的に見られる。
その結果，死者の遺志の実現に向うことになる。しかし，それは宗教的次元
の問題であり，法的次元の問題ではない。いわば「遺言の迷信的効力」である。
遺言でできることは生前にできることに限られ，さらに法定された事項に限
定されている。信教の自由の原則から，他人に宗教的行為を強いることはでき
ないから，葬儀についても他人に強制することはできない。当然，遺言で葬儀
の指定をすることは許されない。
しかし，日本人には，遺言といえば葬儀や墳墓を連想するほどに葬送と関連
づけて意識され，遺言で自分の葬儀について指示をする傾向が強い。また，近
年は，自由葬送運動の影響で，自分流の葬儀の方法や自然散骨などを指示する
ものが目だっているし，「自分の葬式は教会で」と指示した遺言を書くよう勧め
ているキリスト教会もある。
公刊された書物や新聞記事にも，自分の葬儀の指定を遺言（特に公正証書遺
言）でするように勧めるものが少なくない(53)。もちろん，これらは無効の遺言
である。
それでも，多くの日本人はその指示に従う傾向にあろう。それは遺言が有効
だからではなく，法的には無効の遺言に慣習的ないし迷信的に従っているだけ
なのである。したがって，それは法的な効果なのではなく，その人の自由意思
なのである(54)。
喪主が自由意思で死者の遺志に従う分には何ら問題ないが，強制となると問
題である。それは生前でもできない信教の自由の侵害であるからである(55)。
(2）葬儀の約束
遺言という形式をとらずに，夫婦間ないし親族との間で，自分の葬儀に関し
て協定し，契約書や誓約書を交しておくことを勧めるものも多々見られる。キ
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リスト教会においても，非キリスト者の配偶者をもつ教会員に対して，配偶者
に「葬儀は教会で行なう」旨の誓約書を書いてもらうよう勧めているところが
少なくない。
死者と喪主との間の「葬儀契約」の効力の問題である。既述のとおり，葬儀
は喪主の宗教的行為であるから喪主の信仰に基づいて決定され執行されるべき
ものである。当然，喪主に特定の宗教的行為である葬儀の執行を強制すること
は信教の自由に反して許されない。当該契約は公序良俗に反して無効と解する
ほかない。
仮に有効と解しても，強制執行になじまない自然債務であり，喪主が任意に
履行しない限り実現されない性質のものである。強制履行ができないから損害
賠償請求権を有するとすると，相続人の一人から賠償金を取り上げて，他の相
続人に分配する結果となり，好ましくない。
夫婦二人だけで考えてみると，夫婦の一方が先に死んだ場合，配偶者に殺人
等特殊な事由が存しない限り，配偶者が喪主となり，死者の相続人となる（そ
の相続分は，子がいれば２分の１，子がいなくて直系尊属がいれば３分の２，
直系尊属もいなくて兄弟姉妹がいれば４分の３，兄弟姉妹もいなければ10分の
10。法定相続分と異なる指定を遺言でなした場合でも遺留分として２分の１は
存する）。
その場合，喪主である配偶者が契約通りの葬儀を行なわなかったとしても，
その葬儀契約上の債権も配偶者が相続することになり，単独相続をした場合な
ら，混同（債権と債務が同一人に帰すること）によって消滅し（民法520条），
契約をした意味はなくなる。
日本人の多くが，祖先崇拝ないし先祖供養的な意味合いで，あるいは集団主
義的な世間体の感覚から伝統的な葬儀を望む気持ちは理解でき，キリスト者が
「自分の葬儀を教会で」と望む気持ちも理解できる。しかし，それは信仰という
人間の内心の自由を損なわない範囲で実現されるべきものである。
自己の望む葬儀を強いることは宗教的行為を強制することになる。葬儀を宗
教的行為や信仰に基づく行為とは考えず，社会的習俗であるとみなす日本人に
はその感覚が欠けている。それは戦前「神社は宗教に非ず」として神社参拝を
強制したのと同じ意識である。
キリスト者は，宗教弾圧という歴史を経験し，社会の中で少数者としての圧
40
葬送法上の諸問題（一）
迫を受けてきて，宗教的強制がいかに心を傷つけるものであるかをよく知って
いるはずである。当然，キリスト者が非キリスト者である喪主にキリスト教式
葬儀を強いることは許されることではないという点にも理解が及ぶはずである。
キリスト者が配偶者にキリスト教葬儀を求めるということは，翻って自分も
配偶者のために異教の葬儀を実行する義務を負うことになる。それは，自ら進
んで偶像崇拝の危険を招くことともなろう。
(3）葬儀の生前契約
近年，自由葬送運動などの影響で，生前に自分の葬儀を葬儀社などと契約し
ておくという「葬儀の生前契約」が普及しつつある。1970年頃から全国的に展
開を始めた「互助会（冠婚葬祭互助会）」も葬儀の生前契約を核とする企業であ
る。
互助会は割賦販売法の適用を受け，通産省の許可を必要とする営利企業（株
式会社）であるが(56)，「互助会」という名称から非営利の会員制の相互扶助団
体であるのように誤解されている(57)。1980年頃には1,000万人以上の会員を確保
し，400社以上の会社からなる互助会の集めた積立金は7,000億円とも１兆円と
も言われ，「玉姫殿」「平安閣」などという拠点を全国に建設した(58)。
互助会は将来の葬儀を前提とし，葬儀の設計や計画をするものの，基本的に
は，当該葬儀費用の積立をするための組織である。葬儀社の紹介や葬儀の一部
の準備を行なうところもあるが，実際の葬儀とは直接的な関連がない。そのた
め，葬儀の手配ができなかったり，追加費用を請求されたりすることが少なく
なかった。
1980年頃からアメリカの「プレニード」が「（葬儀の）生前契約」「（葬儀の）
生前予約」ととして日本に紹介され始め，1990年頃から具体的に実施され始め
てきた。組織としては，1993年に「LiSS（Living Support Service）システム」，
1995年に「日本FAN（Funeral Assistance Network）倶楽部」が誕生し，全日
本葬祭業協同組合連合会が主体となって「if共済会」を誕生させた(59)。また，
2000年，特定非営利法人・日本生前契約等決済機構が設立された(60)。
すでに，企業化されており，葬儀社や霊園の営業，複数の葬儀社や霊園の共
同事業，生命保険会社関係のもの，損害保険会社関係のもの，それらの複合体
などのほか，市民運動として，市民グループによるものなどがある。
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「生前契約」への動機の主眼は，遺族に迷惑をかけたくないという点と，自分
流の葬儀を行いたいという点にある。葬儀の本番に当たって親族の立場などか
らの妨害を避けて，自分の企画した通りの葬儀を葬儀社等が実行するようにあ
らかじめ契約しておくものである(61)。
しかし，その意図とは別に，実際にそう思い通りになるかどうかは問題であ
る。既述の通り，葬儀の主体は喪主であるからである。もちろん，喪主がそれ
に同意するなら何の問題もない。問題は喪主がそれに同意しない場合である。
喪主が同意しない限り，生前契約通りに，債権者の葬儀を行なうことが不可能
になる。
生前契約の内容が費用の負担にとどまる限り，問題はないが，葬儀の実態に
入れば，多かれ少なかれ，喪主と意見を異にすることになろう。たとえ意見の
相違が些細な一点であったとしても，契約通りの葬儀をそのまま実行すること
はできなくなる。葬儀における些細な一点は，取り返しのつかない決定的な一
点であるかもしれない(62)。
その結果，喪主がたとえ一点にでも異を唱えれば，生前契約の本旨に従った
履行をすることが不可能になってしまい，債務者は債務不履行による損害賠償
責任を負うことになってしまう（民法415条）。
しかし，喪主の反対で債務不履行に陥った債務者がすんなり損害賠償に応じ
るとは思えない。大抵の場合，喪主は相続人であり，債権者の権利を行使する
者であるからである(63)。つまり，債務不履行の責任は債権者に存することにな
るからである。
債権者の受領遅滞（民法413条）かそれに類する状態であり，債務者として
は履行の準備をしてその通知をすれば，責を負わないことになる。結果的に，
債務者が損失を被ることはないものの，生前契約をした死者の意思は実現され
ないまま終わることになる。
したがって，生前契約は何の意味もなく終わってしまい，死者が無用な金銭
的負担をしただけのことになってしまうのである。
この種の契約が喪主の意思とは無関係に履行されるとすれば，宗教的信仰や
葬儀観を異にする家族の中にいる者が自分の意図する自分の葬儀をするのには
きわめて都合がよい。しかし，実際には問題が多すぎる。
生前契約の基本的な考え方の中には，自分の葬儀を自分で設計するというの
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があるが，自分の葬儀は自分の手の及ぶ限りではないということを確認してお
かなければならない。既に述べたように，自分の葬儀の主体は自分ではなく，
自分の葬儀は喪主の宗教的行為であるのである。当然，喪主の意思に従うこと
になる。
生前契約で死者が自分の葬儀を自分で決定することができるということにな
ると，喪主や遺族の権利を侵害することになる。自分の財産を処分しようとす
る遺贈や死因贈与ですら死者の思いのままには通らない。死者の債権も債務も，
一身専属権を除いて，相続手続きの中で処理されることになる。そのような手
続を経ない生前契約が問題となるのは当然である。
相続人が自分に相続が開始したことを知る前に，この葬儀の生前契約の債務
者は履行に着手し，しかも事の性質上，迅速に履行しなければならないもので
ある。トラブルの発生が予期されて当然である。
四　結び
日本では「葬儀はお寺」と認識され，現実に，葬儀の90％以上が仏式で行な
われている。しかし，それにもかかわらず，大多数の日本人はそれを宗教的行
為とは意識していない。それどころか，葬儀は世俗的な地域集団ないし家の習
俗の一つであるとしか認識されていない。
一方，外来の宗教であるキリスト教は外国人宣教師らによって指導されてき
たが，欧米人宣教師らは宣教という視点から異教の習俗である葬儀に対して否
定的な見方を示し，廃止ないし改変されるべきものとしてきた。結果的に，日
本のキリスト教は葬儀に対して否定的で対立的なものとなってきた。
実践的には，葬儀の場面が日本人キリスト者にとっての大きな試練の一つと
なってきた。そのような状況で，キリスト教会にとっても葬儀は無視できない
ものであるにかかわらず，キリスト教会も葬儀を禁忌のように避けてきたので
はなかろうか。
キリスト者として葬送について真剣に考察する必要性を実感する次第である。
葬送についての考察には，死および救いに関する神学的考察，日本の宗教の来
世観および霊の意識についての宗教学考察，日本人の葬制についての民俗学的
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考察，日本の家および祖先祭祀に関する社会学的考察，死および葬送に関する
法学的考察などが必要である。
本稿では，キリスト者という視点から葬送法上の諸問題について提言的考察
を加えた。本稿では，葬儀の実施に関する端著的時点の問題を，葬儀の強制の
存否，葬儀の主体，葬儀の自己決定というテーマに絞って考察したが，なお，
葬儀の実施，葬法，墓制，死体，遺骨という点についての考察が残されている。
日本の民俗的習俗や地域の慣行，家的慣習，葬儀社の推進などに惑わされる
ことなく，真に意味のある葬送の慣習を形成し，定着させるためには，個々の
教会の小さな努力の積み重ねが欠かせない。一線の牧師伝道者らの働きに期待
したい。
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[Abstract in English]
Problems on the Funeral Law (1)
K. Sakurai
Funeral problems are severe in Japanese society because they involve Japanese
religious consciousness, which is based on ancestor worship, and because they involve
Japanese social consciousness, which grasps funeral service as a matter of custom.
In Japanese society, people do not think that a funeral service is a religious matter,
even though it is performed at a Buddhist temple and led by a Buddhist monk.
Therefore, it often happens that freedom of faith of other person is trespassed and that
the political principle of separation of politics and religion is nullified. Although there
is no clear legal rule on funeral matters, some laws based on social custom recognize
the custom of ancestor worship and enforces a certain kind of funeral.
It is necessary to make clear who is responsible for the funeral, but it is ambiguous.
In recent years, an increasing tendency to decide one's funeral by oneself has become
quite noticeable. It is based on the consciousness that the dead person can decide for
him or herself the nature of his or her funeral.
In this paper, these matters are considered.
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〔日本語要約〕
葬送法上の諸問題（一）
櫻　井　圀　郎
祖先崇拝および先祖供養を中核とする日本人の宗教意識と葬儀や埋葬を社会
的に重要な習俗ないし慣習と捉える日本人の共同体意識に取り囲まれた日本社
会においては葬送の問題は軽くはない。
葬送を慣習の次元のみで捉えてきた日本社会においては，寺院や僧侶が関係
し，仏教的装いの下に執行されるものであっても，葬送が宗教的行為であると
いう意識が希薄である。そのため，特定の宗教的信仰を有する者の信教の自由
を侵害し，政教分離という政治原則に抵触することも日常茶飯事となっている。
また，法律上，葬送については何ら明瞭な規定はなされていないにもかかわら
ず，社会慣行を元にして制定された法律において，祖先崇拝的な慣行を是とし，
特定の葬送が強制される等の不都合も生じている。
葬送を明確に把握するためには葬送の主宰者を確定する必要があるが，死者，
喪主，祖先祭祀主宰者，地域共同体，国や会社団体，宗教団体など，不明確な
ままに推移してきている。とりわけ，近年，葬儀の遺言，葬儀の約束，葬儀の
生前契約など，葬儀の自己決定をしようとする意識の傾向が顕著であるが，そ
れはとりもなおさず，死者が自己の意思によって葬儀を決定でき，執行できる
という意識に基づいていることになる。
本稿では葬送に関するこれらの問題を考察する。
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